
●日時 2023年 6月28日（水）午前10 時
●場所 新横浜プリンスホテル 5階シンフォニア

定時株主総会招集ご通知第 回

●目次
株主総会招集ご通知
事業報告
連結計算書類
計算書類
監査報告書
株主総会参考書類
株主通信（ご参考）

８

●決議事項

証券コード 3132

第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役11名選任の件
第3号議案 監査役３名選任の件

株主総会終了後に開催しておりました「株主懇談会」は、昨年同様、中止とさせていただきます。また、株主総
会にご出席の株主さまへのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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株主の皆さまへ

1

株主の皆さまにおかれましては、日頃よりご支援とご
愛顧を賜り、厚くお礼申し上げます。
当社の第８回定時株主総会を６月２８日（水）に開催

いたしますので、ここに招集ご通知をお届けいたします。
第８期の当社グループの現況等並びに株主総会の議案に
つき、ご説明申し上げますので、ご高覧くださいますよ
うお願い申し上げます。
当社グループは、独立系エレクトロニクス専門商社と

して、エレクトロニクス市場の黎明期から情報端末の普
及が日常の生活空間の隅々に行きわたり、社会に欠かせ
ない存在となった現在まで世界の最先端の商品、技術を
提供することを自らの使命としてきました。今後は、新
たに定めたパーパス、ビジョン、バリューを経営の中心
に据え、当社グループの強みである目利き力、未来構想
力、実装力、先進性などをさらに尖鋭化させ、サービ
ス・ソリューションカンパニーへの変革を目指してまい
ります。当社グループはサスティナブルな経営を目指し、
この度、サスティナビリティ基本方針および、マテリア
リティを策定いたしました。今後、当社グループはマテ
リアリティとして定めた社会課題、環境問題など解決す
べき重要課題に真摯に向き合い、これを解決していくこ
とで、より社会的価値を高めることで企業価値を向上さ
せていく所存であります。株主の皆さまにおかれまして
は、今後ともより一層のご指導とご支援を賜りますよう
お願い申し上げます。
株主の皆さまにおかれましては、今後ともより一層の

ご指導とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長
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企業理念

足下に種を蒔き続ける

バリュー

Trust Excitement Aggressiveness Move Stretch

ビジョン

Vision2030：サービス・ソリューションカンパニー
豊かな未来社会の実現に向けて、世界中の技と知を繋ぎ新たな価値を創り続ける

パーパス

変化の先頭に立ち、
最先端のその先にある技と知を探索し、

未来を描き“今”を創る。

私たち、マクニカは、未来予測が困難な時代において、地球環境・社会の変化を先読みし、その変化の先頭に立
ち、失敗を恐れず、ワクワク楽しみながら、挑戦心を持った開拓者「ファーストペンギン」であり続ける。
最先端のその先にあるまだ誰も知らない、指数関数的に進化していく世界中の技：先端テクノロジーと、知：イン
テリジェンスを探索し、その種を足下に蒔き続け、育て、つなぎ、つむぐ。
快適で信頼できる持続可能な未来ビジョンを構想し、あらゆる業種・業界のプロフェッショナルと私たちの技と知
を新結合する事で、解像度の高いソリューションを“今”に、きちんと実装し、その実現にとことんこだわり、情熱
をもって新たな価値を創りあげる。
明るく・楽しく・元気よく！！
私たちは、皆さまと共に、笑顔あふれる、豊かな未来にむけて、終わりなき成功へと寄り添い、伴走します。
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証券コード 3132
2023年６月９日

（電子提供措置の開始日 2023年６月２日）
株 主 各 位

神奈川県横浜市港北区新横浜一丁目６番地３

代表取締役社長 原 一将

第８回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第８回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに電子提供措置
事項を掲載しております。
当社ウェブサイト (https://holdings.macnica.co.jp/ir/ja/event/meeting.html)

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト(https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show)

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR 情報」
を順に選択のうえ、ご覧ください。
なお、当日ご出席願えない場合は、５ページ記載のいずれかの方法によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら上記ウェブサイトに掲載の株主総会参考書類をご検討いただき、2023年６月27日（火曜日）
午後５時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
●日時 2023年６月28日（水曜日）午前10時
●場所 神奈川県横浜市港北区新横浜３-４ 新横浜プリンスホテル ５階 シンフォニア

（昨年は同ホテル３階でしたが、本年は５階に変更しております。ご注意ください。
会場詳細につきましては、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

●会議の目的事項
［報告事項］ 1. 第８期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算書類の内

容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第８期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

［決議事項］ 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
以 上
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◎開場時刻は、午前９時からとさせていただきます。なお、控室のご用意はいたしておりませんので、予め
ご了承賜りますようお願い申し上げます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。

◎当日は軽装（いわゆるクールビズ）にてご対応させていただきますので、ご了承賜りますようお願い申し
上げます。株主の皆さまにおかれましても軽装にてご出席ください。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただき
ます。
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議決権
行使書 招集ご通知

株主総会にご出席いただける場合 株主総会にご出席いただけない場合

議決権行使についてのご案内

詳細につきましては次ページをご参照ください。

重複して行使された議決権の取扱いについて

0120-173-027三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

インターネットによる議決権行使における携帯電話・パソコンの操作等に関するお問い合わせ

（通話料無料）
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●書面とインターネットにより二重に議決権を行使された場合は、インターネットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
●インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
●インターネットによる議決権行使でパソコン、スマートフォンの操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合わせください。

同封の議決権行使書用紙に各議案に対する
賛否をご記入いただきご返送ください。
各議案に賛否の記載のない場合には、賛成の
意思表示があったものとして取り扱います。

株主総会における議決権は、株主の皆様が当社の経営にご参加いただくための重要な権利です。
株主総会参考書類をご参照のうえ、議決権をご行使いただきますようお願い申し上げます。
議決権の行使方法には以下の３つの方法がございます。

機関投資家の
皆様へ

株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームのご利用を事前に申し込まれた
場合には、当該プラットフォームにより議決権をご行使いただけます。

当社の指定する議決権行使ウェブサイト：
https://evote.tr.mufg.jp/にアクセスしていた
だき、行使期限までに賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙をご持参いただ
き、会場受付にご提出ください。
紙資源節約のため、本招集ご通知をご持参
くださいますようお願い申し上げます。

行使期限
2023年６月27日（火曜日）
午後５時到着分まで

株主総会開催日時
2023年６月28日（水曜日）

午前10時

行使期限
2023年６月27日（火曜日）
午後５時行使分まで

受付時間 月曜日～金曜日（休日除く）９：00～21：00

郵送

インターネット

5
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QRコードを用いずに議決権を行使する場合は、右記
の「ログインID・パスワードを入力する方法」をご確
認ください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

➡ インターネットによる議決権行使について

これでログインが完了です。
以降、画面の案内に沿ってお進みください。

ログインする2

クリック
入力

クリック

議決権行使サイトにアクセスする1
議決権行使サイトにアクセスして｢次の画面へ」
ボタンをクリックしてください。

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

ログインID、パスワードを入力することなく、
議決権行使サイトにログインすることができます。
スマートフォンで議決権行使書用紙の右下
に記載のQRコードを読み取ってください。

1

ログインID・パスワードを入力する方法QRコードを読み取る方法

画面の案内に沿ってお進みください。2

議決権行使書用紙

「ログイン用QRコード」
はこちら

同封の議決権行使書用紙に表示された「ログイ
ンID」と「仮パスワード」をご入力いただき、
「ログイン」をクリックしてください。

● 午前2時から午前5時までは、議決権行使サイトの保守・点検のため接続いただくことができません。
● インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトが利用できない場合があります。
● 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主様のご負担となります。

6
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株主総会のライブ配信及び事前ご質問受付のご案内

株主総会の様子をご自宅等からでもご覧いただけるよう、
株主様向けにインターネットによるライブ配信を行います。
スマートフォン又はパソコン等から、以下の方法により株主総会オンラインサイト
「Engagement Portal」にアクセスしていただき、ログインIDとパスワードを入力のうえ、	
ご覧ください。

※当日ライブ視聴画面は、株主総会の開始時刻30分前（午前９時30分）頃よりアクセス可能です。

１ 配信日時
2023年６月28日（水）午前10時～株主総会終了時刻まで

（１）QRコードの読み取りによりログインする場合（スマートフォン・タブレット等）
議決権行使書裏面に印字されたQRコードをスマートフォン等で	
読み取ってください。
「ログインID」と「パスワード」の入力を省略してログインいただ
くことが可能です。
＊「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

（２）個別のログインID・パスワードによりログインする場合（パソコン等）
❶ 以下のURLにアクセスしていただき、議決権行使書裏面に記載の

ログインIDとパスワードを入力してください。
URL：https://engagement-portal.tr.mufg.jp/

❷ �利用規約をご確認の上、「利用規約に同意する」にチェックして
ください。

❸ 「ログイン」ボタンをクリックしてください。

読み取り

本招集通知同封の議決権行使書裏面をご参照の上、ご使用の端末によって以下いずれかの方法でログインしてく
ださい。ログイン後、「当日ライブ視聴ボタン」をクリックし、ご視聴ください。
※�同封の議決権行使書を紛失された場合、本招集通知８頁記載の【ログインに関するお問い合わせ先】にて再発行のご依頼を承ります。
ただし、株主総会開催日の約１週間前を経過した場合等、お問い合わせをいただきましたタイミングによっては再発行をお受けでき
ない場合がございますのでご了承ください。

2 当日の視聴方法
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● �株主総会オンラインサイトのログイン可能期間は、本招集通知到着時から2023年６月28日（水）午後５時ま
でとなっております。

● ��インターネットによるライブ配信で株主総会をご覧いただく場合、会社法上の株主総会への出席とはならず、
当日の質問や議決権行使はできません。事前にインターネット又は郵送により議決権行使をお願いいたします
（事前行使の方法は、５頁から６頁をご参照ください。）。
● ��ご使用のパソコン環境やインターネットの接続環境により、映像や音声に不具合が生じる場合がございますの
であらかじめご了承ください。

● �ご覧いただくための通信料金等は、各株主様のご負担となります。
● ��何らかの事情により、当日インターネットによるライブ配信を行うことができなくなった場合は、当社ウェブ
サイト（https://holdings.macnica.co.jp/ir/ja/Top.html）にてお知らせいたします。

● �インターネットからの株主総会へのご参加は、株主様本人のみに限定させていただき、代理人等によるご参加
はご遠慮いただきますようお願い申しあげます。

● �SNSへの公開等、本株主総会のライブ配信映像の二次利用は、硬くお断りさせていただきます。
● �視聴サイトの推奨環境は、以下URLに掲載する資料の末尾に記載しております。なお、Internet Explorerはご
利用いただけませんのでご注意ください。� 	
URL：https://www.tr.mufg.jp/daikou/pdf/faq.pdf

● ��本株主総会の目的事項につきまして、株主様から事前にご質問をお受けいたします。「 2  当日の視聴方法」を
ご参照のうえ株主総会オンラインサイトにログインいただき、画面の案内に従ってカテゴリの選択と事前ご質
問の入力をお願いいたします。

（１）受付期間：本招集通知到着時から2023年６月21日（水）午後５時まで
（２）ご留意事項
● ��株主様からいただきましたご質問につきましては、質問の数・内容を考慮のうえ、可能な範囲で当日回答させ
ていただきます。当日回答できなかったもののうち、株主様のご関心が高いと思われるご質問につきましては、
後日当社ウェブサイトにて回答させていただきます。なお、いただいたご質問すべてについての回答をお約束
するものではございません。あらかじめご了承ください。

● �質問フォームには、400字の文字制限がございます。

4

３

インターネットによる事前ご質問の受付について

ご留意事項

ログインに関するお問い合わせ先 配信に関するお問い合わせ先

三菱UFJ信託銀行株式会社

0120-676-808（通話料無料）
土日祝日を除く平日9：00～17：00
ただし、株主総会当日は9：00～株主総会終了時刻まで

受付
時間

�配信環境等ライブ配信の視聴に関する技術的なお問い合わせは、

株式会社ブイキューブ コールセンター

03-6833-6277
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事業報告（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

9

営業利益

第8期

売上高（単位：百万円） （単位：百万円）

第8期

前期比
35.1％増

前期比
67.9％増

第7期 第7期

761,823
36,707

1,029,263 61,646

1 企業集団の現況に関する事項

1● 事業の経過およびその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）の予防を行いながら

徐々に行動制限の緩和を行い、政府による景気刺激策も導入され、海外からの入国規制も緩和されるなど、景気
は緩やかに持ち直しています。世界経済におきましては、ウクライナ情勢の長期化による政情不安、インフレの
加速による政策金利の引き上げに伴う為替変動、米国による更なる中国への貿易規制の強化、中国ではゼロコロ
ナ政策からの転換など、先行き不透明な状況が続いています。

当社の属するエレクトロニクス産業におきましては、年度を通じて半導体の供給不足はあるものの、スマート
フォンやパソコン向けが主になるメモリーや最先端製品など一部製品について需要の減速がみられ、半導体製品
の供給状況は、全体的にピークは越えましたが、まだら模様になっています。そのような中、産業機器市場にお
きましては、米国内での半導体の生産・研究開発を促進するCHIPS法の受付が始まるなど、半導体確保に向け各
国政府主導により半導体設備への投資が行われています。また、効率化や省人化、脱炭素化を背景に製造業DX
（デジタルトランスフォーメーション）向けのFA機器や工作機械への設備投資が継続的に行われました。車載市
場では、ADAS（先進運転支援システム）をはじめとした安全性の向上・自動化に向けた高度な制御システム、
脱炭素化に向けたEV（電気自動車）化の動きが加速し、半導体を必要とする領域が増加しています。
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親会社株主に帰属する
当期純利益（単位：百万円）

第8期

経常利益（単位：百万円）

第8期

前期比
60.1％増

前期比
59.0％増

第7期 第7期

35,487 25,798

56,832 41,030

IT産業におきましては、DX等をテーマとする企業の高いIT投資意欲が継続しています。ワークスタイル変革や
業務の自動化においては、先端企業を中心に成果が出始めており、事業のデジタル化に関連する製品・サービス
への投資も拡大しています。また、機密情報の持ち出しやランサムウェアによるサプライチェーンへの影響等、
国内でもセキュリティインシデントによる大規模な被害が複数確認され、企業のリスク認識が高まっており、サ
イバーセキュリティ強化への投資が継続しています。

以上の結果、当連結会計年度における売上高は、年度を通じて為替が円安傾向だったこともあり1,029,263百
万円(前年同期比35.1％増)、営業利益は61,646百万円(前年同期比67.9％増)、経常利益は56,832百万円(前年
同期比60.1％増)、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては41,030百万円（前年同期比59.0％増）とな
りました。
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集積回路及び電子デバイスその他事業売上高構成比
90％

売上高（単位：百万円）

第8期

営業利益（単位：百万円）

第8期

前期比
36.9％増

前期比
101.2％増

第7期 第7期

678,602
27,499

929,020 55,329

当事業におきましては、当社グループが主に取扱いをしているアナログIC、PLD、その他標準ICなど全般的に
半導体の供給不足は続いていますが、一部メモリーなどの製品については改善しています。そのような中、当社
グループの注力市場である産業機器市場においては、生産の高度化・自動化を目的としたFA機器や工業用ロボッ
ト、半導体需要の高まりに応じた各種半導体製造装置への設備投資も継続しており、幅広い分野へアナログICや
その他標準ICの需要が大幅に増加しました。車載市場では、世界的な脱炭素化の流れによるEV化やより高度な自
動化・電動化が進み、半導体搭載量も増加していることから、アナログICやその他標準ICを中心に伸長しまし
た。コンピュータ市場では、中国向けサーバー需要が落ち込んだ影響を受けメモリーの需要が減少しました。ま
た、年度を通じて為替が円安傾向だったこともあり、増収、増益となりました。
これらの結果、同事業の当連結会計年度の売上高は929,020百万円(前年同期比36.9％増)、営業利益は

55,329百万円(前年同期比101.2％増)となりました。

2023年05月26日 04時47分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



12

ネットワーク事業売上高構成比
10％

売上高（単位：百万円）

第8期

営業利益（単位：百万円）

第8期

前期比
20.3％増

前期比
30.4％減

第7期 第7期

83,333
9,082100,254

6,316

当事業におきましては、働き方改革やリモートワークの普及によりクライアント端末へのセキュリティ対策の
重要性認識が浸透してきたことから、エンドポイントセキュリティ関連商品が大幅に伸長しました。また、大型
案件の獲得等によりアプリケーションやデータ分析関連商品も拡大しました。加えて、東南アジア地域を中心と
した海外ネットワーク事業も大幅に伸長しました。また、国内の米国ドル建て仕入れ日本円販売ビジネスにおい
て、期中の為替の円安傾向により売上原価が上昇し、売上総利益率にマイナスの影響がありました。
これらの結果、同事業の当連結会計年度の売上高は100,254百万円(前年同期比20.3％増)、営業利益は6,316

百万円(前年同期比30.4％減)となりました。
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品目別売上高詳細（連結）
第７期 第８期 前年同期比

（％）金額（百万円） 金額（百万円）
集積回路及び電子デバイスその他事業 678,602 929,020 36.9%

集積回路 626,122 850,700 35.9%
PLD 72,521 106,351 46.6%
ASIC 15,614 22,907 46.7%
ASSP 89,075 132,201 48.4%
アナログ 180,440 276,451 53.2%
メモリー 117,206 101,638 △13.3%
その他標準IC 151,265 211,149 39.6%

電子デバイス 38,913 58,465 50.2%
その他 13,566 19,854 46.4%

ネットワーク事業 83,220 100,242 20.5%
ハードウェア 17,869 16,763 △6.2%
ソフトウェア 40,945 65,704 60.5%
サービス 24,406 17,775 △27.2%

合計 761,823 1,029,263 35.1%
（注）金額はセグメント間の内部売上高または振替高を除いた外部顧客への売上高であります。そのため、前頁のセグメント別の売上

高とは異なります。

2● 設備投資の状況
当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、2,832百万円であります。その主なものとしましては、今後

のビジネスモデル変革に対応できる経営システム基盤の構築を引き続き行い、次世代ERPシステム等の構築を行
いました。また、新しい働き方に対応するためにオフィスフロアの改修を行いました。

3● 資金調達の状況
該当事項はありません。
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4● 対処すべき課題

当社グループは地球環境や社会課題への対応を経営方針の最重要事項のひとつとして捉え、当社グループのパ
ーパスである「変化の先頭に立ち、最先端のその先にある技と知を探索し、未来を描き “今” を創る。」ための
活動に邁進します。

1 サスティナビリティ基本方針

①重要課題を特定し、社会課題の解決と持続可能な社会に貢献するビジネス推進と事業投資マネージメント
②環境・人権に配慮したグローバル経営の推進とサプライチェーンの強化
③社会からの信頼づくりとガバナンス・リスクマネジメント体制の強化
④サスティナビリティ推進に向けた社員の教育・啓発

2 マテリアリティ

①顧客課題の解決を通じ経済の発展に寄与する
②安全安心で快適な暮らしを創る
③持続可能な地球環境を創る
④経営・事業のレジリエンスを強化する

3 長期経営目標

2030年度の長期経営目標として、社会的価値と経済的価値（企業価値）の両立を目指してまいります。社会
的価値としては①顧客課題の解決を通じ経済発展に寄与する、②安全安心で快適な暮らしを創る、③持続可能な
地球環境を創る、の３つのマテリアリティ、経済的価値として、現在の高付加価値ディストリビューションモデ
ルに加え、サービス・ソリューションモデルを強化し、高収益・リカーリング型の収益構造への変革を図り、連
結売上高1.3兆円以上、連結営業利益1,000億円以上、連結営業利益率7.5％以上、連結ROE15.0％以上を実現
し、事業の持続的な成長を目指します。

2023年05月26日 04時47分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



事業報告

15

連結売上高 1.3兆円以上

連結営業利益 1,000億円以上※

連結営業利益率 7.5％以上

連結ROE 15.0％以上

※ 半導体事業、ネットワーク事業、サービス・ソリューションモデルの３つの柱で1,000億円以上

4 中期経営計画

当社グループは、独立系エレクトロニクス専門商社として、エレクトロニクス市場の黎明期からスマートフォ
ンなどの高度な情報端末が日常の生活空間の隅々に行きわたり、社会に欠かせない存在となった現在まで世界の
最先端の商品・技術を提供することを自らの使命としてきました。また、変化の激しいエレクトロニクス・情報
通信業界にあって、当社グループは単なる商品の物流を担当する専門商社ではなく、顧客課題に対しての的確な
提案、お客様が使いこなして頂くためのテクニカルサポートを行う技術サービス提供会社として、競合他社との
差別化、位置づけの明確化を図ってまいりました。

昨今の当社グループを取り巻く環境並びに今後の見通しにつきましては、国内外における通信インフラ設備を
始めとした設備投資の動向、スマートフォン、サーバー、民生機器、自動車、産業機器などを中心として、中期
的には需給バランスの変動による好不況は避けられません。また、米中貿易摩擦の影響、ロシアを巡る国際情勢
の変動、仕入先の合従連衝を背景とした半導体商社間の競争激化、さらに国内においては商社間で買収、統合な
どの再編が発生しており、大きな環境変化を迎えております。IT産業におきましては、不正アクセスによる個人
情報の大量流出や身代金を要求するランサムウェアの大量拡散など、世界的に高度化したサイバー攻撃の被害が
拡大する等、セキュリティリスクが高まっております。一方、労働人口の減少や生産性向上に伴う労働の自動化
等の社会課題により、ロボットやAI等の活用が大きく期待されております。また、新型コロナウイルス感染症の
拡大を契機として、さまざまな企業の活動や人々の生活に大きな影響を及ぼしております。今後は自動化や無人
化、働き方改革などの加速が本格化するものと思われます。
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このような環境の中、今後、当社グループが成長と同時に、より収益性を高めるためにグループ経営の変革を
図っております。「変化の先頭に立ち、最先端のその先にある技と知を探索し、未来を描き “今” を創る。」とい
うパーパスのもと、当社グループの目利き力、未来構想力、実装力という強みを活かして、サイバーとフィジカ
ルをつなげ、価値そのものを創造するサービス・ソリューションカンパニーとして、様々な社会課題の解決に貢
献してまいります。そして、社会的価値と経済的価値を両立し、高い付加価値を創造する経営を目指してまいり
ます。以上を踏まえ、2022～2024年度新中期経営計画及び経営目標を策定し、目標達成に向けて推進しており
ます。

尚、当連結会計年度は、旺盛な半導体需要と為替が円安水準で推移したことなどから、集積回路及び電子デバ
イスその他事業において想定を上回る成長を実現し、中期経営計画の経営数値目標を２年前倒しで達成いたしま
した。現在の事業環境を勘案し、2024年度(第10期)の経営数値目標を下記のとおり上方修正いたしました。

① 中期経営目標

2022年５月９日発表 今回修正

連結売上高 9,700億円以上 1.2兆円以上

連結営業利益 480億円以上 670億円以上

連結営業利益率 5.0％以上 5.6％以上

連結当期純利益 300億円以上 500億円以上

連結ROE 15.0％以上 15.0％以上

運転資本回転率 3.8以上 3.8以上

(注) 1. 連結 ROE = 連結親会社株主に帰属する当期純利益 ÷ 連結自己資本(純資産から非支配株主持分を除いたもの、期末時点)
2. 運転資本回転率 = 年間売上高 ÷ 運転資本（売上債権 ＋ 棚卸資産 − 仕入債務、期末時点）
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6.0％ 5.1％

売上（単位：億円）

第10期
目標

営業利益（単位：億円）

第８期
実績

第10期
目標

第８期
実績

553 5409,290
10,620

63

120
1,002

1,220

6.3％
9.8％

売上（単位：億円） 営業利益（単位：億円）

第10期
目標

第８期
実績

第10期
目標

第８期
実績

-20
10

50

160
売上（単位：億円） 営業利益（単位：億円）

第10期
目標

第８期
実績

第10期
目標

第８期
実績

-40％

6.3％

② 事業戦略

●半導体事業

■成長ドメインにおけるシェアの拡大
■付加価値ソリューションの拡大
■長期成長に向けた商材開拓
■グローバル戦略

●ネットワーク事業

■セキュリティビジネスの拡大
■BigDataビジネスの拡大
■アプリケーションビジネスの拡大
■グローバル戦略

●サービス・ソリューションモデルのビジネス開発

■社会課題解決型のビジネス開発
■CPS（Cyber Physical System）
プラットフォームの拡大

■長期成長に向けたケイパビリティ強化

(注) 1. 第8期実績の数値は、億円単位を四捨五入しております。
2. サービス・ソリューションモデルの第8期実績の数値は、半導体事業及びネットワーク事業に含まれております。
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③経営基盤強化

●リスクマネジメントの強化
グループ全体のリスクマネジメント体制及び活動を強化していくことと同時に、適切にリスクテイクができる

仕組みを構築していきます。また、気候変動問題に関してTCFDの提言に基づいた開示を行います。

●IT/DX戦略
次世代システムの活用を進めることで業務効率の向上を図り、次世代システムでカバーできない領域において

も更なる効率化のためのDXを推進してまいります。

●人的資本の最大化
人的資本を最大化するために、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進、働き方改革、人材育成を重点的に

強化・推進してまいります。

●財務戦略
将来の成長に必要なCPS（Cyber Physical System)、AI、また自社オリジナルサービス等の無形資産投資お

よびM&Aなどの投資を優先いたします。そのために必要な資金は、事業活動による利益と運転資本回転率の改
善から生まれるキャッシュ及び有利子負債を主体とした資金調達から創出します。

●株主還元方針
当社グループは、経営環境や各事業年度の連結業績および目標とするROE（15.0％）などを勘案しながら、連

結自己資本配当率（DOE）４％を目安として安定的かつ継続的な配当を実施するとともに、機動的な株主還元の
手段として資本効率や市場環境などを考慮のうえ自己株式の取得を実施し、総還元性向30～50％を目指します。
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売上高（単位：百万円）

１株当たり当期純利益（単位：円）

経常利益（単位：百万円）

総資産（単位：百万円） 純資産（単位：百万円）

親会社株主に帰属する
当期純利益（単位：百万円）

第8期第7期第5期 第6期

第8期第7期第5期 第6期

第8期第7期第5期 第6期 第8期第7期第5期 第6期

第8期第7期第5期 第6期 第8期第7期第5期 第6期

521,193

90.14

11,072

263,247

5,633

135,551

553,962

175.39

16,399

269,590

10,875

146,010

761,823

414.89

35,487

362,584

25,798

179,764

1,029,263

664.89

56,832

517,620

41,030

207,762

5● 財産及び損益の状況
（単位：百万円）

区 分
第５期

2019年
2020年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで

第６期
2020年
2021年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで

第７期
2021年
2022年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで

第８期
（当連結会計年度）

2022年
2023年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで

売上高 521,193 553,962 761,823 1,029,263
経常利益 11,072 16,399 35,487 56,832
親会社株主に帰属する当期純利益 5,633 10,875 25,798 41,030
１株当たり当期純利益 90.14円 175.39円 414.89円 664.89円
総資産 263,247 269,590 362,584 517,620
純資産 135,551 146,010 179,764 207,762

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。また、発行済株式総数から自己株式及び株式付
与ESOP信託口が所有する当社株式数を控除して算出しております。なお、当該信託は2021年３月期第１四半期に終了しており
ます。
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6● 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

名 称 資本金 議決権比率
（％） 主要な事業内容

株式会社マクニカ 11,194百万円 100.0 集積回路及び電子デバイスその他事業
ネットワーク事業

MACNICA CYTECH LIMITED 304,556千HKD 100.0
(100.0) 集積回路及び電子デバイスその他事業

MACNICA CYTECH PTE. LTD. 500千USD 100.0
(100.0) 集積回路及び電子デバイスその他事業

MACNICA GALAXY INC. 761,117千TWD 67.6
(67.6) 集積回路及び電子デバイスその他事業

ANSWER TECHNOLOGY CO., LTD. 664百万TWD 50.2
(50.2) 集積回路及び電子デバイスその他事業

MACNICA CHUNGJU CO., LTD. 1,710百万TWD 100.0
(100.0) 集積回路及び電子デバイスその他事業

MACNICA CYTECH (THAILAND) CO., LTD. 100,000千THB 100.0
(100.0) 集積回路及び電子デバイスその他事業

NETPOLEON SOLUTIONS PTE LTD 4,247千SGD 100.0
(100.0) ネットワーク事業

（注）1．「議決権比率」欄の（内書）は間接所有であります。
2．「主要な事業内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

会社名 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産

株 式 会 社 マ ク ニ カ 神 奈 川 県 横 浜 市 港 北 区 69,041百万円 87,552百万円
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7● 主要な事業内容
当社グループは、半導体を中心とした産業用電子部品並びにIT・セキュリティ関連ソフトウェア・ハードウェ

アの国内外製品の輸出入、販売・技術サービスの提供を主な事業とした独立系エレクトロニクス専門商社であり
ます。また、エレクトロニクス最先端製品の企画・設計及び自社サービスの提供も行っております。

8● 主要な事業所
① 当社の主要な事業所
本社 神奈川県横浜市港北区

② 子会社の主要な事業所
（国内）
株式会社マクニカ 神奈川県横浜市港北区
（海外）
MACNICA CYTECH LIMITED 香港、中国
MACNICA CYTECH PTE. LTD. シンガポール
MACNICA GALAXY INC. 台北、台湾
ANSWER TECHNOLOGY CO., LTD. 台北、台湾
MACNICA CHUNGJU CO., LTD. 台北、台湾
MACNICA CYTECH (THAILAND) CO., LTD. バンコク、タイ
NETPOLEON SOLUTIONS PTE LTD シンガポール
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9● 従業員の状況（2023年３月31日現在）
① 企業集団の従業員の状況

セグメントの名称 従業員数（名） 前連結会計年度
末比増減（名）

集積回路及び電子デバイスその他事業 2,914(197) 137 (19)
ネットワーク事業 1,026(144) 119 (6)
全社（共通） 263(117) 22 (7)

合 計 4,203(458) 278 （32)
（注）1. 従業員数は、就業人員数であります。

2. 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員であります。
3. 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

② 当社の従業員の状況

従業員数（名） 前事業年度末
比増減（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年）

30(5) 2(△1) 49.6 21.8
（注）1. 従業員数は就業人員数であり、その大部分が当社子会社からの出向者（子会社兼務出向）であります。

2. 平均勤続年数の算出にあたっては、子会社の勤続年数を通算しております。
3. 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当事業年度の平均雇用人員であります。

10● 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）
借入先 借入残高

（百万円）
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 18,477
株式会社みずほ銀行 11,513
合作金庫銀行 8,722
株式会社横浜銀行 5,000
株式会社第四北越銀行 4,000
兆豐国際商業銀行 2,265
株式会社三井住友銀行 1,000
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（ご参考）
所有者別

株式分布状況

自己名義株式
0.49%

個人・その他
24.68%

金融機関
27.27%

金融商品取引業者
2.98%

外国法人等
27.65%
その他の法人
16.93%

2 会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

1● 発行可能株式総数
200,000,000株

2● 発行済株式の総数
60,557,017株

（自己株式300,365株を除く）

3● 株主数
22,376名

4● 大株主（上位10位）

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,712 14.4
一般財団法人神山財団 6,000 9.9
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 4,771 7.9
神山 治貴 3,500 5.8
シーズ・テクノロジー株式会社 3,500 5.8
神山 裕子 1,000 1.7
THE BANK OF NEW YORK - JASDECTREATY ACCOUNT
（常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業部） 990 1.6
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103
（常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業部） 933 1.5
GOVERNMENT OF NORWAY
（常任代理人シティバンク、エヌ・エイ東京支店） 849 1.4
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103
（常任代理人香港上海銀行東京支店） 837 1.4

（注）持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

5● 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

区分 株式数(株) 交付対象者数(名)
取締役（社外取締役を除く。） 53,142 ８
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3 会社役員に関する事項
1● 取締役及び監査役の氏名等（2023年３月31日現在）

氏 名 地位 担当及び重要な兼職の状況
中 島 潔 取締役会長 株 式 会 社 マ ク ニ カ 取 締 役 会 長
原 一 将 代表取締役社長 株 式 会 社 マ ク ニ カ 代 表 取 締 役 社 長
三 好 哲 暢 代表取締役副社長 株 式 会 社 マ ク ニ カ 代 表 取 締 役 副 社 長
荒 井 文 彦 取締役 株 式 会 社 マ ク ニ カ 常 務 取 締 役
佐 野 繁 行 取締役 株 式 会 社 マ ク ニ カ 常 務 取 締 役
佐 藤 剛 正 取締役 株 式 会 社 マ ク ニ カ 常 務 取 締 役
スー デビッド デイキャン
SEU, DAVID DAEKYUNG 取締役 株 式 会 社 マ ク ニ カ 常 務 取 締 役

三井住友トラスト・インベストメント株式会社ディレクター
西 沢 英 一 取締役 なし

木 下 仁 取締役

株 式 会 社 ア ー ル ワ ー ク ス 取 締 役 相 談 役
株式会社システムコンサルタント代表取締役社長
株 式 会 社 日 本 電 子 公 証 機 構 代 表 取 締 役
デ ー タ デ ザ イ ン 株 式 会 社 代 表 取 締 役 会 長
株式会社ティ・エス・サービス代表取締役社長

菅 谷 常 三 郎 取締役

み や こ キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 代 表 取 締 役
株式会社アルチザネットワークス社外監査役
ぷ ら っ と ホ ー ム 株 式 会 社 社 外 取 締 役
I Peace Inc. 社 外 取 締 役
AerNos Inc. 社 外 取 締 役

野 田 万 起 子 取締役
Human Delight 株 式 会 社 代 表 取 締 役 社 長
株 式 会 社 富 山 銀 行 社 外 取 締 役
キーウェアソリューションズ株式会社社外取締役
株式会社アルテサロン ホールディングス社外取締役

大 森 紳 一 郎 取締役 コ ク ヨ 株 式 会 社 社 外 取 締 役
小 野 寺 真 一 常勤監査役 株 式 会 社 マ ク ニ カ 監 査 役

マクニカソリューションズ株式会社監査役

朝 日 義 明 監査役

日本エス・エイチ・エル株式会社社外取締役
株 式 会 社 Kips 監 査 役
ス マ ー ト ソ ー ラ ー 株 式 会 社 社 外 監 査 役
株 式 会 社 タ ス ク 監 査 役
株 式 会 社 ロ ー カ ル 監 査 役

三 村 藤 明 監査役
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業パートナー弁護士
富 士 製 薬 工 業 株 式 会 社 社 外 監 査 役
株式会社 SANKO MARKETING FOODS社外監査役
内 外 輸 送 株 式 会 社 社 外 監 査 役
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(注) 1．木下仁、菅谷常三郎、野田万起子、大森紳一郎の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2．朝日義明、三村藤明の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3．木下仁、菅谷常三郎、野田万起子、大森紳一郎、朝日義明、三村藤明の各氏は、株式会社東京証券取引所が一般株主保護のた

め確保することを義務付けている独立役員であります。
4．2022年６月23日開催の第７回定時株主総会終結の時をもって、寺田豊計氏は社外取締役を辞任いたしました。
5．常勤監査役小野寺真一氏は、企業の代表取締役社長の経験があり、監査役朝日義明氏は、株式会社東京証券取引所での上場審

査業務の経験を有するため、両氏ともに財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。監査役三村藤明氏は、弁護
士の資格を有しており、企業法務等に関する相当程度の知見を有しております。

2● 責任限定契約の内容の概要
当社は、各社外取締役と当社定款第28条及び会社法第427条第１項に基づく損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。また、各監査役と当社定款第36条及び会社法第427条第１項に基づく損害賠償責任を限定する
契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額であ
ります。

3● 補償契約の内容の概要
当社は、2022年４月１日に、当時在籍した取締役全員（中島潔氏、原一将氏、三好哲暢氏、荒井文彦氏、佐

野繁行氏、佐藤剛正氏、SEU, DAVID DAEKYUNG氏、西沢英一氏、木下仁氏、菅谷常三郎氏及び野田万起子
氏）及び監査役全員（小野寺真一氏、朝日義明氏及び三村藤明氏）との間で、2022年６月23日に、取締役大森
紳一郎氏との間で、それぞれ会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締結しており、同項第１号の費用
及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することとしております。ただし、役員等の職
務の執行の適正性が損なわれないようにするため、①会社法第430条の２第１項第１号に規定する費用のうち通
常要する費用を超える部分、②会社が損害金等を賠償するとすれば、被補償者が当社に対して会社法第423条第
１項の責任を負う場合には、損害金等のうち当該責任にかかる部分及び③損失の原因となった職務の執行につい
て被補償者が悪意・重過失があったことにより責任を負う損害金等の全部については補償の対象に含めないこと
としております。また、被補償者が役員等賠償責任により費用・賠償の補填を受けた場合、当社はその補填の範
囲で補償を行わず、本補償契約に基づく補償を受けた後に役員等賠償責任により補填を受けた場合には当該補填
と同額の金銭を当社に返還するものとしております。

4● 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が

負担することになる会社役員としての業務の遂行に起因して、損害賠償請求がなされることによって会社役員が
被る経済的損害を当該保険契約により塡補することとしております。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に
違法行為を行った対象者自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれ
ないように措置を講じています。当該保険契約の被保険者は当社及び国内外子会社（MACNICA GALAXY INC.
及びANSWER TECHNOLOGY CO., LTD.を除くすべての当社の子会社）の取締役及び監査役（但し、国外子
会社は当社または当社国内子会社からの出向・兼務役員に限る）であります。なお、全ての被保険者について、
その保険料を当社が全額負担しております。当該保険契約は毎年４月１日に更新しており、次回更新時には同内
容での更新を予定しております。
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5● 取締役及び監査役の報酬等の額
役員区分 報酬等の総額

（百万円）
報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数
（名）基本報酬 賞与 株式報酬

取締役
（社外取締役を除く。） 356 108 108 139 8

監査役
（社外監査役を除く。） 23 21 ー 1 1

社外取締役 38 38 ー ー 5

社外監査役 16 16 ー ー 2

（注）1.当社の取締役の報酬等の総額は、2019年６月25日開催の第４回定時株主総会において、年額900百万円以内（うち社外取締
役分、年額100百万円以内）と定められており、監査役の報酬等の総額は、2016年６月28日開催の第１回定時株主総会にお
いて、年額70百万円以内と定められております。（使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）

2.上記には、2022年６月23日開催の第７回定時株主総会終結の時をもって辞任した社外取締役１名が含まれております。
3.上記報酬等の総額には、当事業年度に係る取締役（社外取締役を除く。）に対する役員賞与引当金繰入額108百万円を含んでお
ります。

4.上記報酬等の総額には、当事業年度に係る取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式による報酬額139百万円を含
んでおります。

5.上記報酬等の総額には、当事業年度に係る監査役（社外監査役を除く。）に対する譲渡制限付株式による報酬額１百万円を含ん
でおります。当該報酬は監査役１名が取締役であった際に支給されたものであります。

6● 取締役の報酬等の決定に関する方針
① 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針
当社の取締役報酬の決定は、取締役会の諮問機関である指名・報酬諮問委員会が審議し、取締役会に諮り、株

主総会で決議された報酬等の総額内（下記②参照）で取締役会にて決定します。この指名・報酬諮問委員会は独
立役員である社外取締役４名と非業務執行取締役１名で構成されています。取締役の報酬額の決定方針は以下の
とおりであり、取締役会決議により決定しております。
取締役の報酬総額は、国内の大手企業群の報酬水準（市場水準）を目指すべき水準として設定し、各取締役の

役割の大きさに基づいた役位テーブルを設計しこのテーブルにより決定しています。
取締役の報酬の内訳は、基本報酬、賞与(業績連動報酬)、株式報酬から構成されており、それぞれの割合は

50：20：30を目途としております。
基本報酬は固定額を毎月支給、賞与は翌年７月に支給、株式報酬は７月に支給としております。
取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指名・報酬諮問委員会が原案について決定方針との整合

性を含めた多角的な検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を尊重し、決定方針に沿うものである
と判断しております。
社外取締役及び監査役の報酬については、基本報酬（固定報酬）のみの支給であります。
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② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会決議に関する事項
当社取締役の金銭報酬の額は、2019年６月25日開催の第４回定時株主総会において年額900百万円以内（う

ち社外取締役分、年額100百万円以内）と決議しております（使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない）。
当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は13名（うち社外取締役は４名）です。また、当該金銭報酬とは別枠
で、同株主総会において、株式報酬の額を年額300百万円以内（社外取締役は付与対象外）と決議しておりま
す。当該定時株主総会終結時点の、株式報酬の対象となる取締役の員数は９名です。
当社監査役の金銭報酬の額は、2016年６月28日開催の第１回定時株主総会において年額70百万円以内と決議

しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

③ 賞与（業績連動報酬）に関する事項
単年度事業年度ごとの会社業績向上に対する意識を高めるため、事業年度ごとの財務４項目（連結売上高、連

結営業利益率、ROE、連結運転資本回転率）と新規事業モデル（サービスソリューションモデル）開発や事業戦
略と経営基盤強化等の重点戦略に関する３項目、および、強い組織を作るための従業員サーベイ等をKPIと設定
し、各項目をウェイト付けしたうえで各項目の目標達成度に応じて算出した金額を支給することとしておりま
す。当該業績指標を選定した理由は、会社業績の規模、利益水準の確保と戦略の実現、人的資本の向上を取締役
に促すためであります。
なお、業績指標については、現中期経営計画（2022～2024年度）を基に設定しておりますが、当期にかかる

賞与（業績連動報酬）については、2022年３月期の決算値をベースに算定しており、その主な指標における実
績値は、連結売上高が761,823百万円、連結営業利益率が4.8%、ROEが15.2%（期末連結自己資本）、連結運転
資本回転率が3.2回であります。

④ 株式報酬（非金銭報酬）の内容
株式報酬は、中長期的なインセンティブ付与及び株主価値共有を目的に一定期間譲渡制限を設けた譲渡制限付

き株式報酬として付与しております。
当該株式報酬の交付状況は、「２．会社の株式に関する事項」に記載のとおりです。
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7● 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
社外取締役木下仁氏は、株式会社アールワークス取締役相談役、株式会社システムコンサルタント代表取締役

社長、株式会社日本電子公証機構代表取締役、データデザイン株式会社代表取締役会長、株式会社ティ・エス・
サービス代表取締役社長であります。なお、当社とこれらの会社との間には、特別の関係はありません。
社外取締役菅谷常三郎氏は、みやこキャピタル株式会社代表取締役、株式会社アルチザネットワークス社外監

査役、ぷらっとホーム株式会社社外取締役、I Peace Inc.社外取締役、AerNos Inc.社外取締役であります。な
お、当社とこれらの会社との間には、特別の関係はありません。
社外取締役野田万起子氏は、Human Delight株式会社代表取締役社長、株式会社富山銀行社外取締役、キー

ウェアソリューションズ株式会社社外取締役、株式会社アルテサロン ホールディングス社外取締役であります。
なお、当社とこれらの会社との間には、特別の関係はありません。
社外取締役大森紳一郎氏は、コクヨ株式会社社外取締役であります。なお、当社と同社との間には、特別の関

係はありません。
社外監査役朝日義明氏は、日本エス・エイチ・エル株式会社社外取締役、株式会社Kips監査役、スマートソー

ラー株式会社社外監査役、株式会社タスク監査役、株式会社ローカル監査役であります。なお、当社とこれらの
会社との間には、特別の関係はありません。
社外監査役三村藤明氏は、アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業パートナー弁護士、富士製薬

工業株式会社社外監査役、株式会社 SANKO MARKETING FOODS社外監査役、内外輸送株式会社社外監査役
であります。なお、当社とこれらの会社との間には、特別の関係はありません。
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② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 活動状況

取締役 木 下 仁

IT業界に関する知見や会社経営の経験を生かした助言、客観性・独立性のあ
る立場からの取締役会における意見表明・監督及び指名・報酬諮問委員会に
おける報酬やCEOサクセッションプランの審議を行うことを期待されている
ところ、当事業年度に開催された14回の取締役会全てに出席し、上記経験・
知見をもとに適宜発言を行い、システム構築等に対する助言等、適切な意見
を表明しております。また、当事業年度に開催された６回の指名・報酬諮問
委員会においても全て出席し、取締役の業績評価基準などの作成に貢献しま
した。

取締役 菅 谷 常三郎

海外投資事業経営で培われた経験や専門知識に基づく助言、客観性・独立性
ある立場からの取締役会における意見表明・監督及び指名・報酬諮問委員会
における報酬やCEOサクセッションプランの審議を行うことを期待されてい
るところ、当事業年度に開催された14回の取締役会全てに出席し、上記経
験・知見をもとに適宜発言を行い、新規事業に対する助言等、適切な意見を
表明しております。また、当事業年度に開催された６回の指名・報酬諮問委
員会にも全て出席し、取締役の業績評価基準などの作成に貢献しました。

取締役 野 田 万起子

地域金融機関の支援業務、女性活躍機会推進での経験・知見に基づく助言、
客観性・独立性ある立場からの取締役会における意見表明・監督及び指名・
報酬諮問委員会における報酬やCEOサクセッションプランの審議を行うこと
を期待されているところ、当事業年度に開催された14回の取締役会全てに出
席し、上記経験・知見をもとに適宜発言を行い、リスクマネジメント及びジ
ェンダーに関する助言等、適切な意見を表明しております。また、当事業年
度に開催された６回の指名・報酬諮問委員会においても全て出席し、取締役
の業績評価基準などの作成に貢献しました。

取締役 大 森 紳一郎

グローバル事業法人の執行責任者および取締役会議長としての経営への豊富
な知見に基づく助言、客観性・独立性ある立場からの取締役会における意見
表明・監督及び指名・報酬諮問委員会における報酬やCEOサクセッションプ
ランの審議を行うことを期待されているところ、就任後当事業年度に開催さ
れた10回の取締役会全てに出席し、上記経験・知見をもとに適宜発言を行
い、グローバル事業に対する助言等、適切な意見を表明しております。ま
た、就任後当事業年度に開催された５回の指名・報酬諮問委員会にも全て出
席し、取締役の業績評価基準などの作成に貢献しました。

監査役 朝 日 義 明
当事業年度開催の取締役会14回全てに出席、また監査役会12回全てに出席
し、主に内部統制や資本市場を中心とした幅広い知識と経験から適宜発言を
行い、適切な意見を表明しております。

監査役 三 村 藤 明
当事業年度開催の取締役会14回全てに出席、また監査役会12回全てに出席
し、主に弁護士としての専門的見地から適宜発言を行い、適切な意見を表明
しております。
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4 会計監査人の状況

1● 当社の会計監査人の名称 EY新日本有限責任監査法人
2● 報酬等の額

区 分 支払額

当事業年度に係る報酬等の額 57 百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 152 百万円
（注）1．当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画における監査時間

を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行ってお
ります。

2．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を明確に
区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

3．当社の重要な子会社のうち、MACNICA CYTECH LIMITED、MACNICA CYTECH PTE.LTD.、MACNICA GALAXY
INC.、MACNICA CHUNGJU CO.,LTD.、MACNICA CYTECH (THAILAND) CO., LTD.、NETPOLEON SOLUTIONS
PTE LTDは当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。

3● 非監査業務の内容
該当事項はありません。

4● 解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認められる場合、監査役会は、監査役全員の同意により

会計監査人を解任いたします。また、会計監査人の適格性及び信頼性を害する事由の発生により、適正な監査の
遂行が困難であると認められる場合、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 491,080 流 動 負 債 298,764

現 金 及 び 預 金 37,571 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 186,838
受 取 手 形 764 短 期 借 入 金 46,039
電 子 記 録 債 権 9,531 リ ー ス 債 務 524
売 掛 金 192,979 未 払 法 人 税 等 13,524
契 約 資 産 364 契 約 負 債 13,160
商 品 218,905 賞 与 引 当 金 7,481
そ の 他 31,541 役 員 賞 与 引 当 金 108
貸 倒 引 当 金 △578 そ の 他 31,088

固 定 資 産 26,540 固 定 負 債 11,094
有 形 固 定 資 産 8,027 長 期 借 入 金 8,000
建 物 及 び 構 築 物 2,040 リ ー ス 債 務 755
工 具、 器 具 及 び 備 品 1,526 繰 延 税 金 負 債 351
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 141 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,410
土 地 3,062 そ の 他 576
リ ー ス 資 産 1,251 負 債 合 計 309,858
建 設 仮 勘 定 4 （純 資 産 の 部）
無 形 固 定 資 産 7,983 株 主 資 本 183,091
の れ ん 1,576 資 本 金 14,040
そ の 他 6,407 資 本 剰 余 金 37,066
投 資 そ の 他 の 資 産 10,529 利 益 剰 余 金 132,857
投 資 有 価 証 券 3,909 自 己 株 式 △872
繰 延 税 金 資 産 5,450 その他の包括利益累計額 16,701
そ の 他 1,169 その他有価証券評価差額金 333

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 38
為 替 換 算 調 整 勘 定 16,329

非 支 配 株 主 持 分 7,969
純 資 産 合 計 207,762

資 産 合 計 517,620 負 債 純 資 産 合 計 517,620
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額
売上高 1,029,263
売上原価 903,359
売上総利益 125,903
販売費及び一般管理費 64,256
営業利益 61,646
営業外収益

受取利息 141
受取配当金 273
その他 704 1,119

営業外費用
支払利息 1,900
債権譲渡損 1,525
持分法による投資損失 249
為替差損 1,771
その他 488 5,933

経常利益 56,832
特別利益

投資有価証券売却益 1,574
投資有価証券交換益 503
その他 92 2,170

特別損失
投資有価証券評価損 800
その他 53 853

税金等調整前当期純利益 58,149
法人税、住民税及び事業税 17,149
法人税等調整額 △1,809 15,339
当期純利益 42,809
非支配株主に帰属する当期純利益 1,779
親会社株主に帰属する当期純利益 41,030

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 17,918 流 動 負 債 2,870

現 金 及 び 預 金 268 未 払 金 69
前 払 費 用 268 未 払 費 用 12
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 15,328 賞 与 引 当 金 136
そ の 他 2,052 役 員 賞 与 引 当 金 108

固 定 資 産 69,633 そ の 他 2,543
投 資 そ の 他 の 資 産 69,633 負 債 合 計 2,870
関 係 会 社 株 式 69,041 （純 資 産 の 部）
長 期 前 払 費 用 169 株 主 資 本 84,681
繰 延 税 金 資 産 222 資 本 金 14,040
そ の 他 200 資 本 剰 余 金 57,756

資 本 準 備 金 6,540
そ の 他 資 本 剰 余 金 51,215
利 益 剰 余 金 13,758
そ の 他 利 益 剰 余 金 13,758

繰 越 利 益 剰 余 金 13,758
自 己 株 式 △872
純 資 産 合 計 84,681

資 産 合 計 87,552 負 債 純 資 産 合 計 87,552
（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（2022年４月１日から2023年３月31日まで） （単位：百万円）

科 目 金 額
営業収益

関係会社受取配当金 9,381
経営管理料 1,396 10,778

営業費用
販売費及び一般管理費 1,381

営業利益 9,397
営業外収益

受取利息 93
その他 12 106

営業外費用
支払利息 0
譲渡制限付株式関連費用 9
その他 1 12

経常利益 9,491
税引前当期純利益 9,491
法人税、住民税及び事業税 57
法人税等調整額 24 82
当期純利益 9,409

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月25日
マクニカホールディングス株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 聡

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 牧 野 幸 享

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、マクニカホールディングス株式会社（旧会社名

マクニカ・富士エレ ホールディングス株式会社）の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、マクニカホールディングス株式会社（旧会社名 マクニカ・富士エレ ホールディングス株式会社）
及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年５月25日
マクニカホールディングス株式会社
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 鈴 木 聡
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 牧 野 幸 享

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マクニカホールディングス株式会社（旧会

社名 マクニカ・富士エレ ホールディングス株式会社）の2022年４月１日から2023年３月31日までの第
８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年4月1日から2023年3月31日までの第８期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査
報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
一 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会
社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け
ました。

二 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びそ
の子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

三 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ
ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人 EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2023年５月26日

マクニカホールディングス株式会社 監査役会
常 勤 監 査 役 小 野 寺 真 一 ㊞
社 外 監 査 役 朝 日 義 明 ㊞
社 外 監 査 役 三 村 藤 明 ㊞

以 上
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議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
当社の配当の基本方針は、将来の事業展開と経営体質の一層の充実・強化のために必要な内部留保を確保

するとともに、株主の皆様に対し極力利益を還元すること、諸般の情勢を勘案しつつも安定した配当の継続
に努めることといたしております。
このような基本方針に基づき、当期業績の傾向及び今後の事業環境を考慮し、以下のとおり期末配当をさ

せていただきたいと存じます。

● 期末配当に関する事項

① 配当財産の種類
金銭といたします。

② 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株当たり金75円 総額4,541,776,275円
なお、2022年12月に１株につき、65円の中間配当をお支払いしておりますので、当期の年間配当金

は１株につき、140円となります。

③ 剰余金の配当が効力を生じる日
2023年６月29日といたしたいと存じます。
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第２号議案 取締役11名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、取締役12名全員が任期満了となりますので、取締役11名（うち社外
取締役4名）の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位

１
ナ カ シ マ キヨシ

中 島 潔 再任 取締役会長

２
ハ ラ カ ズ マ サ

原 一 将 再任 代表取締役社長

３
ミ ヨ シ ア キ ノ ブ

三 好 哲 暢 再任 代表取締役副社長

４
ア ラ イ フ ミ ヒ コ

荒 井 文 彦 再任 取締役

５
サ ト ウ タ ケ マ サ

佐 藤 剛 正 再任 取締役

６
スー デビッド デイキャン

SEU,DAVID DAEKYUNG 再任 取締役

７
ニ シ ザ ワ エ イ イ チ

西 沢 英 一 再任 取締役

８
キノ シタ ヒトシ

木 下 仁 再任 社外取締役 独立役員 社外取締役

９
ス ガ ヤ ツ ネ サ ブ ロ ウ

菅 谷 常三郎 再任 社外取締役 独立役員 社外取締役

０
ノ ダ マ キ コ

野 田 万起子 再任 社外取締役 独立役員 社外取締役

１
オ オ モ リ シ ン イ チ ロ ウ

大 森 紳一郎 再任 社外取締役 独立役員 社外取締役
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（ご参考）取締役候補者の選任の方針と手続き
社内取締役候補者の決定にあたっては専門分野、経験等が異なる取締役で構成し取締役会全体として経営の

監督が網羅的に行える体制としています。社外取締役についても、当社とは異なるバックグラウンドを持ちそ
の経験・知見が経営の監督に資する人選をしております。
また、代表取締役社長の選任にあたっては、代表取締役社長の選任・解任及び報酬における透明性・客観

性・公正性の向上を図る目的で2018年９月25日の取締役会において設置が決議された、社外取締役を過半数
とする指名・報酬諮問委員会の審議を経て決定しております。
さらに2022年1月に同委員会規程の改定を行い、取締役および監査役の候補者の選定につきましても審議・

答申事項に追加し、同委員会の審議を経て決定しております。
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候補者
番 号

1
再任

ナ カ シ マ キヨシ

中 島 潔
生年月日
1955年３月13日生

所有する当社株式の数
114,258株

略歴、当社における地位及び担当

1981年 ４月 ㈱マクニカ入社
1991年 ５月 同社取締役コンポーネント第１事業部長
1999年 ４月 同社取締役ネットワーク事業部長
2003年 ６月 同社常務取締役
2004年 ３月 マクニカネットワークス㈱代表取締役社長
2005年 ４月 ㈱マクニカ取締役副社長

㈱アルティマ（現㈱マクニカ アルティマ カンパ
ニー）代表取締役社長

2008年 ６月 ㈱マクニカ代表取締役社長
2015年 ４月 当社代表取締役社長
2019年 ６月 ㈱マクニカ代表取締役会長

当社代表取締役会長
2021年 ６月 ㈱マクニカ取締役会長（現任）

当社取締役会長（現任）

重要な兼職の状況

㈱マクニカ取締役会長

取締役候補者とした理由

2008年より当社子会社である㈱マクニカの代表取締役社長、2015年
当社設立により当社代表取締役社長、2019年６月より当社代表取締
役会長、2021年６月より当社取締役会長を歴任し、経営トップとし
ての豊富な経験と実績、幅広い見識を有しており、当社グループ経営
の監督及び推進に適任であると判断し、引き続き取締役として選任を
お願いするものであります。
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候補者
番 号

2
再任

ハ ラ カ ズ マ サ

原 一 将
生年月日
1971年10月18日生

所有する当社株式の数
61,174株

略歴、当社における地位及び担当

1995年 ９月 ㈱マクニカ入社
2007年 ４月 同社テクスター カンパニー 第１営業統括部長
2011年 ４月 同社テクスター カンパニー プレジデント
2018年 ４月 同社イノベーション戦略事業本部長

６月 同社取締役
2019年 ６月 同社代表取締役社長（現任）

当社代表取締役社長（現任）

重要な兼職の状況

㈱マクニカ代表取締役社長

取締役候補者とした理由

当社子会社である㈱マクニカで、半導体事業のマーケティング及び営
業に従事し、また、責任者として新規事業を推進し、2018年より同
社の取締役を、2019年より当社代表取締役社長並びに同社の代表取
締役社長を務めております。当社の属する業界に関する豊富な知見を
持ち経営についても経験、実績を有しています。当社グループ経営の
推進また長期ビジョンの実現の牽引者として適任であると判断し、引
き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

3
再任

ミ ヨ シ ア キ ノ ブ

三 好 哲 暢
生年月日
1971年７月13日生

所有する当社株式の数
38,964株

略歴、当社における地位及び担当

1995年 ７月 ㈱マクニカ入社
2007年 ４月 ㈱アルティマ（現㈱マクニカ アルティマ カンパ

ニー）プロダクトセールス統括部長
2009年 ６月 同社取締役
2010年 ６月 同社取締役副社長
2011年 ６月 同社代表取締役社長

10月 ㈱マクニカ アジアパシフィック事業本部長
MACNICA ASIA PACIFIC PTE LTD プレジデント
MACNICA HONG KONG, LIMITED プレジデント

2015年 ４月 ㈱マクニカ グローバルビジネスディベロップメン
ト室長
MACNICA AMERICAS, INC. CEO

2018年 ６月 ㈱マクニカ取締役
2019年 ６月 同社代表取締役副社長（現任）

当社代表取締役副社長（現任）

重要な兼職の状況

㈱マクニカ代表取締役副社長

取締役候補者とした理由

当社子会社である㈱マクニカで、半導体事業のマーケティング及び営
業に従事し、2011年より海外事業の責任者としてグローバル戦略の
立案、実行を推進し、2019年より当社の代表取締役副社長並びに㈱
マクニカの代表取締役副社長を務めております。経営を含む豊富な経
験・知見を有しており、当社グループ経営の推進に適任であると判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

4
再任

ア ラ イ フ ミ ヒ コ

荒 井 文 彦
生年月日
1965年１月４日生

所有する当社株式の数
22,505株

略歴、当社における地位及び担当

1990年 ３月 ㈱マクニカ入社
2003年 ６月 ㈱アルティマ（現㈱マクニカ アルティマ カンパ

ニー）取締役ストラテジック・ビジネス統括部長
2006年 ４月 同社取締役バイスプレジデント
2007年 ６月 同社代表取締役社長
2011年 ６月 ㈱マクニカ取締役
2015年 ４月 当社取締役（現任）
2018年 ６月 ㈱マクニカ常務取締役（現任）

重要な兼職の状況

㈱マクニカ常務取締役

取締役候補者とした理由

当社子会社である㈱マクニカで、半導体事業のマーケティング及び営
業に従事し、同社の取締役を歴任するなど経営全般に亘る幅広い経験
と知見を有しております。また2015年当社設立より取締役を務めて
おり、今後においても当社グループ経営の推進に適任であると判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

5
再任

サ トウ タケ マサ

佐 藤 剛 正
生年月日
1963年８月26日生

所有する当社株式の数
44,351株

略歴、当社における地位及び担当

1989年 ４月 ㈱マクニカ入社
2004年 ４月 同社クラビス カンパニー バイスプレジデント
2007年 ４月 同社クラビス カンパニー プレジデント
2011年 ４月 同社営業統括本部統括本部長
2018年 ４月 富士エレクトロニクス㈱（現㈱マクニカ）取締役副

社長
６月 ㈱マクニカ取締役

2019年 ６月 同社常務取締役（現任）
当社取締役（現任）

2020年 ６月 富士エレクトロニクス㈱（現㈱マクニカ）代表取締
役

重要な兼職の状況

㈱マクニカ常務取締役

取締役候補者とした理由

当社子会社である㈱マクニカで、半導体事業のマーケティング及び営
業に従事し、2018年より同社の取締役、富士エレクトロニクス㈱の
取締役（2020年９月まで）を務めておりました。また、国内営業の
責任者として当社グループの顧客戦略の立案、実行、並びに顧客との
関係強化を牽引しております。マネジメントを含む豊富な経験・知見
を有しており、当社グループ経営の推進に適任であると判断し、引き
続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

6
再任

スー デビッド デイキャン

SEU,DAVID DAEKYUNG
生年月日
1959年11月23日生

所有する当社株式の数
30,505株

略歴、当社における地位及び担当

1986年 ９月 Merril Lynch & Co.,Inc.入社（米ニューヨーク、
投資銀行部門）

1990年 10月 住友信託銀行㈱（現 三井住友信託銀行㈱）入行
2000年 ２月 住信インベストメント㈱（現 三井住友トラスト・

インベストメント㈱）ディレクター（現任）
2007年 ６月 ㈱マクニカ取締役
2015年 ４月 当社取締役（現任）
2019年 ６月 ㈱マクニカ常務取締役（現任）

重要な兼職の状況

㈱マクニカ常務取締役
三井住友トラスト・インベストメント㈱ディレクター

取締役候補者とした理由

海外経験が豊富であり、加えて投資銀行業務に従事した経験などか
ら、グローバルビジネスに関する幅広い知見と専門性を有しておりま
す。また㈱マクニカの取締役に加え、2015年当社設立より取締役を
務めており、今後においても当社グループ経営の推進に適任であると
判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

2023年05月26日 04時47分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



株主総会参考書類

49

候補者
番 号

7
再任

ニ シ ザ ワ エ イ イ チ

西 沢 英一
生年月日
1957年３月26日生

所有する当社株式の数
20,335株

略歴、当社における地位及び担当

1982年 ４月 東邦生命保険相互会社（現 ジブラルタ生命保険㈱）
入社

1999年 12月 富士エレクトロニクス㈱（現㈱マクニカ）入社
2001年 ５月 同社経営企画室長
2006年 ５月 同社執行役員経営企画室長兼総務部長
2010年 ５月 同社上席執行役員経営企画部長
2011年 ５月 同社取締役経理部長
2014年 ５月 同社常務取締役
2015年 ４月 当社取締役（現任）
2017年 ６月 富士エレクトロニクス㈱（現㈱マクニカ）代表取締

役副社長
2019年 ６月 同社取締役副社長

重要な兼職の状況

なし

取締役候補者とした理由

当社子会社であった富士エレクトロニクス㈱で、経営企画及び人事並
びに経理業務に従事し、管理部門担当の代表取締役副社長を務めてお
りました。また2015年当社設立より取締役を務めており、経営全般
にわたる豊富な経験と知見を有していることから、当社グループ経営
の推進に適任であると判断し、引き続き取締役として選任をお願いす
るものであります。

2023年05月26日 04時47分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



50

候補者
番 号

8
再任
社外
独立

キノ シタ ヒトシ

木 下 仁
生年月日
1955年２月19日生

所有する当社株式の数
10,000株

略歴、当社における地位及び担当

1978年 ４月 ㈱三菱総合研究所入社
1985年 ３月 ㈱アステック（現㈱アールワークス）設立 代表取

締役社長
2011年 10月 ㈱ティ・エス・サービス代表取締役社長（現任）
2015年 10月 ㈱アールワークス取締役相談役（現任）

㈱システムコンサルタント取締役社長
2016年 ９月 同社代表取締役社長（現任）
2017年 ５月 ㈱日本電子公証機構代表取締役（現任）

７月 データデザイン㈱代表取締役会長（現任）
2018年 ６月 当社取締役（現任）
重要な兼職の状況

㈱アールワークス取締役相談役
㈱システムコンサルタント代表取締役社長
㈱日本電子公証機構代表取締役
データデザイン㈱代表取締役会長
㈱ティ・エス・サービス代表取締役社長
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

同氏は現在当社社外取締役として、IT業界や会社経営の知見・経験を
活かし当社取締役会での助言、意見表明等を行っております。また客
観性・独立性のある立場から指名・報酬諮問委員会委員として活動し
ております。今後においても当社グループの持続的な企業価値向上に
資する意見の表明、指名・報酬諮問委員会委員としての役割を期待
し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。な
お、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結時をもって５年と
なります。
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候補者
番 号

9
再任
社外
独立

スガ ヤ ツネ サブ ロウ

菅 谷 常三郎
生年月日
1963年11月24日生

所有する当社株式の数
０株

略歴、当社における地位及び担当

1988年 ４月 モトローラ㈱入社
1999年 ６月 ㈱ジャフコ（現ジャフコグループ㈱）入社
2003年 １月 同 社 JAFCO America Ventures Inc.（現 Icon

Ventures） President & CEO
2008年 ３月 同社執行役員米国担当
2015年 ６月 ぷらっとホーム㈱社外取締役（現任）

７月 I Peace Inc.社外取締役（現任）
12月 みやこキャピタル㈱代表取締役（現任）

2017年 ８月 AerNos Inc. 社外取締役（現任）
2019年 ６月 当社取締役（現任）
2022年 10月 ㈱アルチザネットワークス社外監査役（現任）
重要な兼職の状況

ぷらっとホーム㈱社外取締役
みやこキャピタル㈱代表取締役
㈱アルチザネットワークス社外監査役
I Peace Inc. 社外取締役
AerNos Inc. 社外取締役
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

同氏は現在当社社外取締役として、海外投資事業経営で培われた経験
や専門知識に基づく助言、意見表明を当社取締役会において行ってお
ります。また客観性・独立性ある立場から指名・報酬諮問委員会委員
として活動しております。今後においても当社グループの持続的な企
業価値向上に資する意見の表明、指名・報酬諮問委員会委員としての
役割を期待し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結時をも
って４年となります。
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候補者
番 号

10
再任
社外
独立

ノ ダ マ キ コ

野 田 万起子
生年月日
1970年８月25日生

所有する当社株式の数
０株

略歴、当社における地位及び担当

1993年 ４月 ㈱ベンチャー・リンク入社
2010年 ４月 同社取締役

12月 Human Delight㈱代表取締役社長（現任）
2011年 ３月 インクグロウ㈱代表取締役社長
2015年 ２月 同社取締役会長
2017年 ６月 ㈱富山銀行社外取締役（現任）
2019年 ６月 当社取締役（現任）

キーウェアソリューションズ㈱社外取締役（現任）
2020年 ３月 ㈱アルテサロンホールディングス社外取締役（現

任）
重要な兼職の状況

Human Delight㈱代表取締役社長
㈱富山銀行社外取締役
キーウェアソリューションズ㈱社外取締役
㈱アルテサロン ホールディングス社外取締役
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

同氏は現在当社社外取締役として、地域金融機関の支援業務、女性活
躍機会推進での経験・知見に基づく助言、意見表明を当社取締役会に
おいて行っております。また客観性・独立性ある立場から指名・報酬
諮問委員会委員として活動しております。今後においても当社グルー
プの持続的な企業価値向上に資する意見の表明、指名・報酬諮問委員
会委員としての役割を期待し、引き続き社外取締役として選任をお願
いするものであります。なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本
総会終結時をもって４年となります。
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候補者
番 号

11
再任
社外
独立

オオ モリ シン イチ ロウ

大 森 紳一郎
生年月日
1956年２月６日生

所有する当社株式の数
０株

略歴、当社における地位及び担当

1978年 ４月 ㈱日立製作所入社
2016年 ４月 同社執行役専務（2019年３月退任）
2017年 ６月 日立キャピタル㈱（現 三菱HCキャピタル㈱）社外

取締役
日立化成㈱（現 昭和電工マテリアルズ㈱）取締役

2019年 ６月 日立金属㈱取締役会長
2020年 ４月 同社取締役会議長（2020年６月退任）

７月 ㈱日立ハイテク取締役会長（2021年３月退任）
2022年 ３月 コクヨ㈱社外取締役（現任）

６月 当社取締役（現任）
重要な兼職の状況

コクヨ㈱社外取締役
社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

同氏はグローバル事業法人の執行責任者、また取締役会議長として経
営への豊富な知見および幅広い経験を有しております。今後において
も当社グループのグローバル経営、IT戦略およびDX経営、またガバナ
ンス体制強化の各取組み等において、独立性・客観性のある立場から
監督、助言等に資することを期待し、引き続き社外取締役として選任
をお願いするものであります。なお、同氏の当社社外取締役在任期間
は、本総会終結時をもって１年となります。
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（注）1.木下仁氏、菅谷常三郎氏、野田万起子氏及び大森紳一郎氏は、いずれも社外取締役候補者であります。なお、当社
は木下仁氏、菅谷常三郎氏、野田万起子氏及び大森紳一郎氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員
として指定し、同取引所に届け出ております。再任が承認された場合には、当社は各氏を引き続き独立役員とす
る予定であります。

2.社外取締役の独立性について
当社は、株式会社東京証券取引所の定める独立性基準に則り、当社及びグループ事業会社を主要取引先とする者
及びその業務執行者、当社から多額の報酬を得ているコンサルタント等及びその団体に所属する者、前記に該当
する者の近親者等を除くこととしております。
木下仁氏、菅谷常三郎氏、野田万起子氏及び大森紳一郎氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

3.当社は、木下仁氏、菅谷常三郎氏、野田万起子氏及び大森紳一郎氏と定款第28条及び会社法第427条第1項に基づ
く損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低
責任限度額であります。再任が承認された場合には、当社は引き続き各氏との当該契約を継続する予定です。

4.当社は、中島潔氏、原一将氏、三好哲暢氏、荒井文彦氏、佐藤剛正氏、SEU, DAVID DAEKYUNG氏、西沢英一
氏、木下仁氏、菅谷常三郎氏、野田万起子及び大森紳一郎氏との間で会社法第430条の２第1項に規定する同項第
１号の費用及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償することを内容とする補償契約を締
結しております。再任が承認された場合には、当社は引き続き各氏との当該契約を継続する予定です。

5.当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる会社役員としての業務
の遂行に起因して、損害賠償請求がなされることによって会社役員が被る経済的損害を当該保険契約により塡補
することとしております。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った対象者自身の損害等は補
償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じています。候補者は、
当該保険契約の被保険者に含められることとなります。当該保険契約は毎年４月１日に更新しており、次回更新
時には同内容での更新を予定しております。

6.大森紳一郎氏が2018年６月まで取締役を務めた日立化成(株)(現 昭和電工マテリアルズ(株))は、2018年６月に、
製品の一部における不適切な検査等が判明し、その後、外部の専門家等から構成される特別調査委員会を設置し、
その原因究明と再発防止等の検討を進めてきました。同氏は、本件が判明するまでその事実を認識しておりませ
んでしたが、平素より法令遵守の重要性とその徹底について適宜提言しておりました。また、2020年６月まで取
締役会議長を務めた日立金属(株)は、2020年４月に同社及び同社子会社の一部製品について顧客に提出する検査
成績書への不適切な数値の記載が行われていた等の事実が判明したことを公表しました。同氏は、当該事実が判
明するまで当該事実の発生を認識しておりませんでしたが、平素より法令遵守の重要性とその徹底について適宜
提言しており、当該事実の判明後は、事実関係の調査、原因究明及び再発防止に関する提言を行っておりました。
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第３号議案 監査役３名選任の件
本定時株主総会終結の時をもって、監査役３名全員が任期満了となります。つきましては、監査役３名

（うち社外監査役２名）の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位

１
オ ノ デラ シン イチ

小野寺 真 一 再任 常勤監査役

２
ミ ワ ケイ

三 輪 慧 新任 社外監査役 独立役員

３
スギ タ ユキ エ

杉 田 雪 絵 新任 社外監査役 独立役員
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候補者
番 号

1
再任

オ ノ デラ シン イチ

小野寺 真一
生年月日
1956年１月８日生

所有する当社株式の数
10,214株

略歴及び当社における地位

1978年 ４月 ㈱ワコール入社
1983年 12月 クラウンリーシング㈱入社
1987年 12月 ㈱富士銀行（現㈱みずほ銀行）入行
2010年 ４月 富士エレクトロニクス㈱（現㈱マクニカ）入社、総

務部長
５月 同社執行役員総務部長

2011年 ５月 同社執行役員営業推進部門副担当
2012年 ５月 同社取締役営業統括副本部長
2014年 ５月 同社常務取締役
2015年 ４月 当社取締役
2017年 ６月 富士エレクトロニクス㈱（現㈱マクニカ）代表取締

役社長
2020年 ６月 ㈱マクニカ監査役（現任）

マクニカソリューションズ㈱監査役（現任）
当社常勤監査役（現任）

重要な兼職の状況

㈱マクニカ監査役
マクニカソリューションズ㈱監査役
監査役候補者とした理由

金融機関の国際金融業務等に従事した後、富士エレクトロニクス㈱の
代表取締役社長を務め、また、当社設立時より当社取締役を兼任する
など、当社及び経営全般に関する豊富な経験と知見を有していること
から、引き続き、監査役候補者として選任をお願いするものでありま
す。
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候補者
番 号

2
新任
社外
独立

ミ ワ ケイ

三 輪 慧
生年月日
1969年２月22日生

所有する当社株式の数
０株

略歴及び当社における地位

1992年 ２月 中国海淀弁護士事務所弁護士
1998年 ４月 日本電気㈱法務部
2004年 ４月 日産自動車㈱法務室課長
2011年 12月 同社法務室主管
2014年 ４月 同社経営戦略本部プロジェクト企画部担当部長
2019年 ４月 同社コーポレートマネジメントオフィス担当部長
2020年 10月 日立建機㈱経営戦略本部経営企画室主席主管
2022年 ６月 明和産業㈱社外取締役(現任)
重要な兼職の状況

明和産業㈱社外取締役
社外監査役候補者とした理由

中国において弁護士として活躍された後、複数の企業において企業内
弁護士として法務、海外M＆A、コーポレート・ガバナンス等の分野
で豊富な知識と経験を有しており、また当社の主要地域である中国関
連に関する貴重な知見も有していることから、当社の適切な監査をい
ただけると判断し、社外監査役候補者として選任をお願いするもので
あります。
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候補者
番 号

3
新任
社外
独立

スギ タ ユキ エ

杉 田 雪 絵
生年月日
1965年５月19日生

所有する当社株式の数
０株

略歴及び当社における地位

2001年 10月 新日本監査法人(現EY新日本有限責任監査法人)入社
2005年 ４月 公認会計士登録
2018年 10月 杉田公認会計士事務所設立同代表(現任)
2019年 11月 ㈱みおぎアドバイザリー代表取締役(現任)
2020年 ３月 中野冷機㈱社外監査役(現任)
2021年 ８月 ㈱NEXT EDUCATION社外取締役(監査等委員)
2022年 ６月 一般財団法人さいたま住宅検査センター監事（現

任）
重要な兼職の状況

杉田公認会計士事務所代表
㈱みおぎアドバイザリー代表取締役
中野冷機㈱社外監査役
一般財団法人さいたま住宅検査センター監事
社外監査役候補者とした理由

公認会計士として培われた専門的な知識と豊富な経験を有しており、
また上場支援や社外役員等の経験もあることから、当社の適切な監査
をいただけると判断し、社外監査役候補者として選任をお願いするも
のであります。

（注）1.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.三輪慧氏及び杉田雪絵氏は、社外監査役候補者であります。なお、両氏はいずれも株式会社東京証券取引所の定め
に基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定であります。

3.当社は、小野寺真一氏と定款第36条及び会社法第427条第1項に基づく損害賠償責任を限定する契約を締結してお
り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額であります。再任が承認された場
合には、当社は引き続き同氏との当該契約を継続する予定であります。また、三輪慧氏及び杉田雪絵氏が選任さ
れた場合には、両氏と同補償契約を締結する予定であります。

4.当社は、小野寺真一氏との間で会社法第430条の２第1項に規定する同項第１号の費用及び同項第２号の損失を法
令の定める範囲内において当社が補償することを内容とする補償契約を締結しております。再任が承認された場
合には、当社は引き続き各氏との当該契約を継続する予定です。また、三輪慧氏及び杉田雪絵氏が選任された場
合には、両氏と同補償契約を締結する予定であります。

5.当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる会社役員としての業務
の遂行に起因して、損害賠償請求がなされることによって会社役員が被る経済的損害を当該保険契約により塡補
することとしております。ただし、贈収賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った対象者自身の損害等は補
償対象外とすることにより、役員等の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じています。候補者は、
当該保険契約の被保険者に含められることとなります。当該保険契約は毎年４月１日に更新しており、次回更新
時には同内容での更新を予定しております。
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（ご参考）
■当社の社外役員の独立性に関する基準について
当社では、社外役員の選任にあたり、ガバナンスの透明性、客観性を確保するために社外役員の独立性判

断基準として株式会社東京証券取引所が定める独立性基準に加え、当社独自の基準を次頁の通り定めており
ます。
第２号議案及び第３号議案でご提案する木下仁氏、菅谷常三郎氏、野田万起子氏、大森紳一郎氏、三輪慧

氏、杉田雪絵氏はいずれもこの基準に合致するものと判断いたしております。

当社取締役会は、社外取締役・社外監査役が、株式会社東京証券取引所の定める独立性基準に加え、以下に定
める要件を満たすと判断される場合に、当社に対し十分な独立性を有していると判断する（当社にはグループ会
社を含む）。
１．本人が、現在または過去１年間において、以下に掲げる者に該当しないこと。
（１）当社の大株主（注１）の業務執行者（注２）
（２）当社の主要な取引先（注３）の業務執行者、または当社を主要な取引先とする会社の業務執行者
（３）当社が代理店契約等を締結している当社仕入先（海外本社及び現地法人を含む）の業務執行者
（４）当社の主要な借入先（注４）の業務執行者
（５）当社の法定監査を行う監査法人の業務執行者または当社の監査業務の担当者
（６）当社から役員報酬以外に多額（注５）の金銭等を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門

家（法人、団体等である場合はその業務執行者）
（７） 当社又はその子会社から1,000万円を超える寄付又は助成を受けている組織（例えば、公益財団法人、
公益社団法人、非営利法人等）の理事（業務執行に当たる者に限る。）その他の業務執行者

２．本人の近親者（注６）が、現在または過去1年間において、１（１）ないし（７）に該当しないこと。
３. 本人は、当社又はその子会社から取締役（常勤・非常勤を問わない）を受け入れている会社又はその親会社

若しくは子会社の業務執行者、監査役、会計参与であってはならない。
４．上記１（１）ないし（７）のいずれかに該当する者であっても、当社の社外取締役および社外監査役として

ふさわしいと当社が考える者については、そのふさわしいと考える理由を、対外的に説明することを条件に、
その者を当社の社外取締役および社外監査役とすることができるものとする。

５. 本人が、当社の一般株主全体との間で上記１（１）ないし（７）までで考慮されている事由以外の事情で恒
常的に実質的な利益相反が生じるおそれのない人物であること。

（注）1.大株主とは、事業年度末において、総議決権の10％以上の株式を直接または間接的に保有する株主をいいます。
2.業務執行者とは、業務執行取締役および執行役ならびに執行役員等の重要な使用人をいいます（監査役、会計参与
は業務執行者に当たらないものとします）。

3.主要な取引先とは、当社の取引先であって、その年間取引金額が当社の連結売上高または相手方の連結売上高の２
％を超えるものをいいます。

4.主要な借入先とは当社の借入先のうち、直近の事業年度における借入残高が上位３位以内の会社をいいます。
5.多額とは、当社から収受している対価が年間１千万円を超えるときをいいます。
6.近親者とは、本人の配偶者または二親等内の親族若しくは本人と同居の親族をいいます。
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■選任後の取締役及び監査役のスキルマトリクスについて
第２号議案及び第３号議案が原案通り可決承認された場合は各取締役および各監査役のスキルは以下とな

る予定です。スキルについては、取締役会および監査役会に求められる機能、経営戦略との整合性から特定
しております。なお、本スキルマトリクスは各取締役および各監査役の有するすべての知見を表すものでは
ありません。

氏名 役職
（社外） 就任年

機能発揮に必要なスキル（知識・経験・能力等）

企業経営 グローバ
ル

営業・マ
ーケティ
ング

事業投
資・
M&A

DX、ソ
リューシ
ョン開発

業界知
識・専門

性
財務等・
投資

リスク・
法務・コ
ンプラ

ESG
人事・組
織/人材
開発・労

務

中島 潔 取締役
（非執行） 2015 ● ● ● ● − ● ● − − ●

原 一将 代表取締役 2019 ● − ● ● ● ● − − ● −

三好 哲暢 代表取締役 2019 ● ● ● − ● ● − − − −

荒井 文彦 取締役 2015 ● − ● − − ● − − − −

佐藤 剛正 取締役 2019 ● − ● − − ● − − − −

スー デビッド デイキャン 取締役 2015 − ● − ● − ● ● − − −

西沢 英一 取締役
（非執行） 2015 − − − ● − ● ● ● ● ●

木下 仁 社外取締役 2018 ● − ● − ● ● − − ● −

菅谷 常三郎 社外取締役 2019 ● ● − ● − ● ● − ● −

野田 万起子 社外取締役 2019 ● − ● − − − − − ● −

大森 紳一郎 社外取締役 2022 ● ● − ● ● ● − ● ● −

小野寺 真一 常勤監査役 2020 ● ● ● ● − ● ● − − −

三輪 慧 社外監査役 2023 − − − ● − − − ● ● −

杉田 雪絵 社外監査役 2023 − − − − − − ● ● ● −

以 上
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株主優待のお知らせ
株主の皆様の日頃のご支援に感謝すると

ともに、当社株式への投資魅力を一層高め、
より多くの方々に中長期的に当社株式を
保有していただくことを目的として、株主
優待制度をご用意しております。

※毎年3月31日現在の株主名簿に記載または記録された、1単元（100 株）以上を保有の株主様

保有株数 優待内容
100株以上～200株未満 QUO カード 1,000円分

200株以上～500株未満 下記2種のうち
❶または❷のどちらかひとつをご選択

500株以上 下記2種❶❷両方ともご利用可能

焼豚と
ロースハムセット

山形県産
桃

山形県産
シャインマスカット

デミグラスソース
ハンバーグ 阿蘇天然アイス11位位 22位位 33位位 44位位 55位位

カタログに掲載されている約100点の商品から1点を選択していただくことができます（3,000円相当の商品）。
グルメ・日用品・ファッション・ホビーの4つのカテゴリから、お好きなものをお選びください。❶ 優 待 商 品

2022年度の
人気商品
ランキング
ベスト5！

注1. 株主優待サービス開始の時期は、毎年6月1日からとなっています。
注2. 株主優待に関するお知らせは、当社より毎年3月31日現在の対象株主さまに別途ご案内しています。また、専用のホームページにてサービス内容をご確認、ご利用いただくことができます。
注3. 優待商品のご注文は、ご郵送させていただいております「株主優待制度のご利用案内」に添付のお葉書より、郵送で承っています。詳しくは、「優待商品カタログ」をご覧ください。なお、商品の内容は

毎年変更となるため、今回ランキングにあがった商品をご用意していない場合もございます。予めご了承ください。
注4. 優待クラブオフ・サービスのご利用は、ご郵送させていただいております「株主優待制度のご利用案内」に添付のお葉書より、郵送で承っています。詳しくは、「優待クラブオフ・サービスの案内」を

ご覧ください。

株主優待ホームページ ● https://www.club-off.com/macfehd/

千 葉 県 61歳女性 マクニカさん大好きです。健康に気をつけて頑張ってください。いつも愉しいサービスをありがとうございます。今後も永年株主に
なって応援していきます。

神奈川県 65歳男性 株主優待で紹介されるホテルは、コロナ対策がしっかりしているので安心ですね。これからも頼りにしています！
愛 知 県 59歳女性 時間があるときに、クラブオフのサイトを見ています。お得な情報がいっぱいで嬉しいですね！！
滋 賀 県 61歳男性 コロナでどこへも行けず、マクニカ株主優待（クラブオフ）のサイトを開いては旅行気分を味わっています。

東 京 都 57歳女性 クラブオフではVIP会員になっています。理由は旅行です。コロナが落ち着いたら、以前よりも少し贅沢にホテル込みで旅行を満喫
したいです。

通販カジュアルグルメ ショッピング ホテルレストラン レジャーランド11位位 22位位 33位位 44位位 55位位

全国20,000以上の施設を割安価格で、しかも1年間何度でも利用していただくことが可能なサービス
です。宿泊・レジャー・スポーツ・ショッピング・グルメ等、目的にあわせてご利用ください。❷ 優待クラブオフ・サービス

ご利用者の声

2022年度の
人気サービス
ランキング
ベスト5！

※新型コロナウイルス感染拡大に伴い一部サービスに変更が生じております。
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ホームページのご案内
当社はIRサイトを、株主や投資家の皆さまとの重要なコミュ

ニケーションの場の一つと位置付け、適時、公平、継続的に重要
な経営情報を分かりやすく伝えることを目指しています。

この考えのもと、最新のIRニュースや経営方針、過去のIR情報
等充実させているほか、決算説明会の動画配信を行っています。

ぜひ当社IRサイトをご覧ください。

株主メモ
●決算日 毎年3月31日
●定時株主総会 毎年6月
●期末利益配当金支払株主確定日 毎年3月31日
●中間配当金支払株主確定日 毎年9月30日
●定時株主総会基準日 毎年3月31日

その他臨時に必要があるときは、
あらかじめ公告いたします。

●公告掲載方法 電子公告
●株主名簿管理人特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部
電話 0120-232-711（通話料無料）
東京都府中市日鋼町1-1

ご案内
1. 株主さまの住所変更、買取・買増請求その他各種お

手続きにつきましては、原則、口座を開設されてい
る口座管理機関（証券会社等）で承ることとなって
おります。口座を開設されている証券会社等にお問
合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）
ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2. 特別口座に記録された株式に関する各種お手続き
につきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機
関となっておりますので、上記特別口座の口座管
理機関（三菱UFJ信託銀行）にお問合せください。
なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店においてもお
取次ぎいたします。

3. 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀
行本支店でお支払いいたします。

https://holdings.macnica.co.jp/ir/ja/Top.html
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株主総会会場ご案内図
会 場 新横浜プリンスホテル ５階 シンフォニア

神奈川県横浜市港北区新横浜三丁目4番
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銀行
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通り

会場 新横浜プリンスホテル

出口3番

新横浜
プリンス

ペペ

入口

横浜アリーナ
方面出口

交通のご案内 JR（新幹線・横浜線）新横浜駅より徒歩２分（改札口を出られましたら、横浜アリーナ
方面出口へとお向かいください。）
横浜市営地下鉄新横浜駅および相鉄・東急新横浜線新横浜駅より徒歩２分（３番出口
をご利用ください）
※駐車場のご用意はいたしておりませんので、ご了承くださいますようお願い申し

上げます。

■当日は軽装（いわゆるクールビズ）にてご対応させていただく可能性がありますので、ご了承賜りますよう
お願い申し上げます。株主の皆さまにおかれましても軽装にてご出席ください。

〒222-8561
神奈川県横浜市港北区新横浜一丁目６番地３
https://holdings.macnica.co.jp

シンフォニア

吹き抜
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車寄せ

フロン
トロビー

新横浜
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5階
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フロア詳細図
エスカレーターにて5階へ
お上がりください

エレベ
ーター エスカ

レータ
ー
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